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別表第9（第4条第2項）

1　建築物
	区　分
	用途に供する部分の

床面積の合計
	整　備　項　目

	
	
	１
	２
	３
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	１０
	11
	12
	13
	14
	15
	16
	17
	18
	19

	
	
	敷地内通路
	駐車場
	外部出入口
	廊下
	居室の出入口
	階段
	傾斜路
	手すり
	エレベーター　
	便所（その１）
	便所（その２）
	浴室、シャワー室及び更衣室
	客室
	客席及び舞台
	案内標示
	視覚障害者の安全かつ円滑な利用に必要な設備
	聴覚障害者の安全かつ円滑な利用に必要な設備
	警報設備及び避難口誘導灯
	附帯設備

	1 官公庁施設
	300平方メートル未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	○
	
	○

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	○
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	○
	
	○

	2 福祉施設

（その1）
	300平方メートル未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	○
	
	○

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	○
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	3 福祉施設

（その2）
	300平方メートル未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	
	
	○

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	○
	○
	○

	4 病院
	300平方メートル未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	○
	
	○

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	○
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	○
	○
	○

	5　診療所（患者の収容施設があるものに限る）
	300平方メートル未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	○
	○
	○

	6  診療所（患者の収容施設がないものに限る）
	300平方メートル未満のもの
	○
	
	○
	
	
	
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	○
	
	
	
	

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	○
	○
	○

	7　助産所
	300平方メートル未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	○
	
	○

	8 その他の医療施設
	300平方メートル未満のもの
	○
	
	○
	
	
	
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	○
	
	
	
	

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	○
	
	○
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	区　分
	用途に供する部分の

床面積の合計
	整　備　項　目

	
	
	１
	２
	３
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	13
	14
	15
	16
	17
	18
	19

	
	
	敷地内通路
	駐車場
	外部出入口
	廊下
	居室の出入口
	階段
	傾斜路
	手すり
	エレベーター　
	便所（その１）
	便所（その２）
	浴室、シャワー室及び更衣室
	客室
	客席及び舞台
	案内標示
	視覚障害者の安全かつ円滑な利用に必要な設備
	聴覚障害者の安全かつ円滑な利用に必要な設備
	警報設備及び避難口誘導灯
	附帯設備

	9　教育施設
	300平方メートル未満のもの
	○
	
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	○
	
	
	
	

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	○
	
	
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	○
	○
	○
	
	○
	○

	10　文化施設


	300平方メートル未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	○

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	○
	○
	○
	○
	
	○

	11　集会施設


	300平方メートル未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	○

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	12　休憩所
	300平方メートル未満のもの
	○
	
	○
	
	○
	
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	○

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	○
	○
	○
	
	○

	13  金融機関等の施設
	300平方メートル未満のもの
	○
	
	○
	
	○
	
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	
	○
	○
	
	○

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	○
	○
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	○
	
	○

	14　公益事業施設
	300平方メートル未満のもの
	○
	
	○
	
	○
	
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	○

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	○
	○
	○
	
	○

	15 理容所・

美容所
	300平方メートル未満のもの
	○
	
	○
	
	○
	
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	

	16　地下街
	300平方メートル未満のもの
	○
	
	○
	
	
	○
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	○
	
	
	
	○

	
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	
	○
	
	
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	○
	
	
	
	○

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	○
	
	
	○
	○

	17　物品販売業を

営む店舗
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	
	○
	○





	区　分
	用途に供する部分の

床面積の合計
	整　備　項　目

	
	
	１
	２
	３
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	13
	14
	15
	16
	17
	18
	19

	
	
	敷地内通路
	駐車場
	外部出入口
	廊下
	居室の出入口
	階段
	傾斜路
	手すり
	エレベーター　
	便所（その１）
	便所（その２）
	浴室、シャワー室及び更衣室
	客室
	客席及び舞台
	案内標示
	視覚障害者の安全かつ円滑な利用に必要な設備
	聴覚障害者の安全かつ円滑な利用に必要な設備
	警報設備及び避難口誘導灯
	附帯設備

	18　飲食店
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	○
	○

	19　サービス店舗
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	○

	20　興行施設
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	○
	
	
	
	
	

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	21　遊興施設
	300平方ﾒｰﾄﾙ以上1,000平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	

	
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	○
	○

	22　公衆浴場
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	○

	23　運動施設
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	○
	○

	24　宿泊施設
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	○
	
	
	○
	○

	25　展示場
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	○
	○

	26　事務所・工場
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	○
	
	
	
	○

	27　複合施設
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	○
	
	
	○
	○

	28　路外駐車場
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	
	
	
	○

	29　共同住宅
	1,000平方メートル以上のもの
	○
	
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	30　公衆便所
	すべての施設
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	○
	
	
	


（備考）

１　○印は、整備項目の欄に掲げるものが、当該各項に掲げる区分の建築物にそれぞれ適用されるものであることを示す。

２　別表第5の9の項(4)に規定する整備基準は、用途に供する部分の床面積(別表第1　1建築物の部27の項に掲げる施設にあっては、別表第1　1建築物の部26の項及び29の項に掲げる施設の用途に供する部分の床面積を除いた床面積)の合計が2,000平方メートル未満の施設については、適用しない。

３　別表第5の17の項(3)に規定する整備基準は、用途に供する部分の床面積の合計が1,000平方メートル以上の施設に適用する。

４　別表第1　1建築物の部26の項、27の項及び29の項に掲げる施設については、別表第5の4の項(2)ア及び6の項(5)に定める構造に係る整備基準は、適用しない。

５　別表第1　1建築物の部26の項、27の項及び29の項に掲げる施設に係る別表第5の9の項に規定する整備基準は、階数が4以上(専ら倉庫、機械室その他これらに類するものの用に供する階を除く。)の施設について適用する。

６　別表第1　1建築物の部26の項、27の項(26の項及び29の項に掲げる施設のみで構成される施設に限る。)及び29の項に掲げる施設については、別表第5の9の項(3)及び(4)に定める構造に係る整備基準は、車いす利用が可能なエレベーターを設置する場合に限り、適用しない。

７　別表第1　1建築物の部12の項、14の項、16の項、26の項及び27の項に掲げる施設に係る別表第5の2の項に規定する整備基準は、機械式駐車場のみを設置する場合に限り、適用しない。

８　別表第1　1建築物の部12の項、14の項、16の項、26の項及び27の項に掲げる施設ついては、別表第5の10の項(10)に定める構造に係る整備基準は、適用しない。

９　別表第5の15の項に規定する整備基準は、別表第1　1建築物の部6の項（用途に供する部分の床面積の合計が300平方メートル未満の施設に限る。）、8の項（用途に供する部分の床面積の合計が300平方メートル未満の施設に限る。）、9の項（用途に供する部分の床面積の合計が1,000平方メートル未満の施設に限る。）、12の項、14の項、16の項、26の項及び27の項に掲げる施設については、適用しない。ただし、これらの施設に案内標示を設置する場合にあっては、別表第5の15の項に規定する整備基準を遵守しなければならない。
２　道路　　　　　　　　　　　 ３　公園

	区　分
	整　備　項　目
	
	区　分
	整　備　項　目

	
	１
	２
	３
	４
	５
	６
	７
	
	
	１　出入口
	２　駐車場
	３　園路
	４　手すり
	５　便所
	６　案内標示
	７　附帯設備

	
	通路
	階段
	傾斜路
	手すり
	エレベーター
	案内標示
	視覚障害者の安全かつ

円滑な利用に必要な設備
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	道路
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	公園
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○


　　　　　　　　　　


　　　
　　　４　公共交通機関の施設

	区　分
	整　備　項　目

	
	１
	２
	３
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	13
	14
	15
	16
	17

	
	出入口
	通路
	改札口
	階段
	傾斜路
	手すり
	エレベーター
	エスカレーター
	鉄道の駅のホーム
	バス停留所
	タクシー乗り場
	便所
	案内標示
	視覚障害者の安全かつ円滑な利用に

必要な設備
	聴覚障害者の安全かつ円滑な利用に

必要な設備
	警報設備及び避難口誘導灯
	附帯設備

	１鉄道の駅
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	２軌道の停留所
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	３港湾旅客施設
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	４バスターミナル等
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○


　　　
（備考）

　　　　　○印は、整備項目の欄に掲げるものが、当該各項に掲げる区分の公共交通機関の施

　　　　設にそれぞれ適用されるものであることを示す。



	区　　　分
	図　　　　書

	
	種　　類
	明　示　す　べ　き　事　項

	建　　　築　　　物
	付　近　見　取　図
	方位、道路及び目標となる地物

	
	配　　　置　　　図
	縮尺、方位、敷地の境界線、敷地内における建築物の位置、事前協議に

係る建築物と他の建築物との別、土地の高低、敷地に接する道路の位置

及び幅員並びに障害者、高齢者等の利用する経路

	
	各　階　平　面　図
	縮尺、方位、間取り、各室の用途、主要部分の位置及び寸法並びに障害

者、高齢者等の利用する経路

	
	２面以上の断面図
	縮尺及び床の高さ

	公　　　　　　　園
	付　近　見　取　図
	方位、道路及び目標となる地物


	
	配　　　置　　　図
	縮尺、方位、敷地の境界線、敷地内における建築物の位置、用途及び規

模、主要な出入口及び園路、土地の高低並びに敷地に接する道路の位置

及び幅員

	公共交通機関の施設
	付　近　見　取　図
	方位、道路及び目標となる建築

	
	配　　　置　　　図
	縮尺、方位、敷地の境界線、敷地内における建築物の位置、事前協議に係る建築物と他の建築物との別、敷地内における改札口、乗降場、通路その他の主要部分の位置及び寸法並びに敷地に接する道路の位置及び幅員

	
	各　階　平　面　図
	縮尺、方位、間取り並びに乗降場、通路、階段、昇降機、車いす使用者

が円滑に利用できる便房を有する便所その他の主要部分の位置及び寸法

	共　　　　　　　通
	その他市長が必要と認める図書


別表第10（第５条第２項、第６条第２項、第７条第２項）
（備考）
施設の区分に応じた図書を添付すること。
	整備項目
	表　示　板　交　付　基　準

	１　敷地内通路
	(1) 道路から主要な出入口に至る敷地内通路のうち１以上は、次に定める構造とすること。

ア　有効幅員は、180センチメートル以上とすること。

イ　段を設けないこと。ただし、段を別表第５の６の項に定める構造に準じたものとし、同表

　の７の項(2)に定める構造の傾斜路又は段差解消機を併設した場合は、この限りでない。

ウ　別表第５の１の項(1)ア及び(2)オに定める構造とすること。

(2) (1)に定める構造の敷地内通路以外の敷地内通路に段が生じる場合は、別表第５の６の項に定

める構造に準じたものとし、かつ、段の始終端部に近接した路面には別表第３の３の項(2)アか

らエ（ア）までに定める構造の視覚障害者誘導用ブロックを敷設すること。

	２　駐車場
	車いす使用者用駐車区画を１以上(機械式駐車場以外の駐車場の総駐車台数が100を超えるときは、当該台数の100分の１以上)有する駐車場（機械式駐車場を除く。）を設け、別表第５の２の項(1)から(6)までに定める構造とすること。

	３　外部出入口
	屋外へ通ずる主要な出入口は、次に定める構造とし、１の項(1)に定める構造の敷地内通路に接

続すること。

(1) 別表第５の３の項(1)及び(3)に定める構造とすること。

(2) 戸は、引き戸式又は自動的に開閉する構造とすること。

(3) 戸の全面が透明な場合には、必要な箇所に色を有するものを用いる等衝突を防止するための

　措置を講ずること。


別表第11（第８条第１項）

	４　廊下
	(1) ２の項に定める構造の駐車場へ通ずる出入口、３の項に定める構造の外部出入口及び不特定

かつ多数の者が利用し、又は主として障害者、高齢者等が利用する便所から不特定かつ多数の

者が利用し、又は主として障害者、高齢者等が利用する各室に至る廊下は、次に定める構造と

すること。

ア　別表第５の４の項(1)ア並びに(2)ア及びウに定める構造とすること。

イ　床面には、段を設けないこと。ただし、別表第５の７の項(2)に定める構造の傾斜路を併設

した場合は、この限りでない。

(2) (1)に定める構造の廊下以外の廊下に段が生じる場合は、別表第５の６の項に定める構造に準

じたものとすること。

	５　居室の出入口
	不特定かつ多数の者が利用し、又は主として障害者、高齢者等が利用する居室の出入口は、別

表第５の５の項に定める構造とすること。

	６　階段
	不特定かつ多数の者が利用し、又は主として障害者、高齢者等が利用する階段は、別表第５の

６の項に定める構造とすること。

	７　傾斜路
	別表第５の７の項に規定する整備基準を準用する。

	８　手すり
	別表第５の８の項に規定する整備基準を準用する。

	９　エレベーター
	直接地上へ通ずる出入口を有する階以外の階を不特定かつ多数の者が利用し、又は主として障

害者、高齢者等が利用する建築物については、その階に通ずるエレベーターを１以上設け、次に

定める構造とすること。

(1) かごは、利用居室、10の項に定める構造の便所又は２の項に定める構造の車いす使用者用駐

　車区画がある階及び地上階に停止すること。

(2) かご及び昇降路の出入口の有効幅員は、それぞれ80センチメートル（用途に供する部分の床

面積の合計が5,000平方メートルを超える施設（別表第１ １建築物の部29の項に掲げる施設を

除く。）にあっては、90センチメートル）以上とすること。

(3) かごは、間口140センチメートル以上、奥行き135センチメートル以上（別表第１　１建築物の

部26の項、27の項（26の項及び29の項に掲げる施設のみで構成される施設に限る。）及び29の

項に掲げる施設にあっては、間口100センチメートル以上、奥行き135センチメートル以上）とす

ること。

(4) かご内に、かごが停止する予定の階及びかごの現在位置を表示する装置を設けること。

(5) かご内に、かごが到着する階並びにかご及び昇降路の出入口の戸の開閉を音声により知らせ

る装置を設けること。

(6) かご内には、戸の開閉状態等を確認することができる鏡を設けること。

(7) かご内の左右両面の側板には、手すりを設けること。

(8) かご内及び乗降ロビーに設ける操作盤は、車いす使用者が利用しやすい位置に設け、点字に

より表示する等視覚障害者が円滑に操作することができるような構造とすること。

(9) かご内又は乗降ロビーに、到着するかごの昇降方向を音声により知らせる装置を設けること。

(10) 乗降ロビーは高低差がないものとし、その幅及び奥行きは150センチメートル以上とすること。

(11) 乗降ロビーに、到着するかごの昇降方向を表示する装置を設けること。

	10 便所（その１）
	車いす使用者が円滑に利用できる次に定める構造の便房を有する便所を、建築物の区分ごとに

１以上（男子用及び女子用の区別があるときは、それぞれ１以上。ただし、構造上やむをえない

ものについては、この限りでない。）設け、別表第５の10の項に定める構造とすること。

	11 便所（その２）
	別表第５の11の項に規定する整備基準を準用する。




第１号様式（第５条第１項）
適合証交付請求書
年　 月　 日

（請求先）　
横浜市長
請求者　住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
法人の場合は、主たる事務所の所在地、名称

及び代表者の氏名
　　　　　横浜市福祉のまちづくり条例第２１条第１項の規定により、適合証の交付を受けたいので、関係書

類を添えて請求します。

	フ リ ガ ナ
	
	
	

	施設の名称
	
	
	

	施設の所在地
	
	
	

	施設の種類
	
	
	

	施設の概要
	構造
	
	
	地上　　　　　 　階：地下　　　
	階

	
	敷地面積
	　　　　
	㎡
	建築面積
	
	㎡

	
	　施 設 の 区 分
	
	       延　べ　面　積
	

	
	
	
	
	㎡

	施設区分別
	
	
	
	㎡

	延 べ 面 積
	
	
	
	㎡

	
	
	
	
	㎡

	
	　　　　　合　　　　　　計
	
	
	㎡

	連絡先
	住所又は所在地
	
	
	

	
	氏名又は名称及び

代表者の氏名
	
	電　話　　　　（　　　　）

担当者氏名
	

	
	
	

	（確認欄）
	
	

	年　月　日　受付
	受付番号　第　　　　　　　　　号　　　　　　　　　　　　　　　 
	□適合証交付　　　□適合証不交付

	年　月　日　起案
	課長　
	係長　
	担当　
	受付　
	文書主任　
	公印承認

	年　月　日　決裁
	
	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ａ４）

第２号様式（第５条第３項）

横浜市福祉のまちづくり条例

整 備 基 準 適 合 証
年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　

様

　　　　　　　　

　　　　　横浜市長　　　　　　　　　　　印　　      

次の施設について、横浜市福祉のまちづくり条例第１８条に規定する整備基準に

適合していることを証します。

	交付番号
	第　　　　　　　　　　　　　　号

	施設の名称
	

	施設の所在地
	

	施設の種類
	

	施設の区分
	

	その他の事項
	


（Ａ４）
第３号様式（第５条第４項）

適 合 証 不 交 付 決 定 通 知 書
年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　

様

                                   横浜市長　　　　　　　　  　　印
年　月　日に交付の請求のありました横浜市福祉のまちづくり条例整備基準適合証に

ついては、次の理由により交付しないことに決定しましたので通知します。

	施設の名称
	

	施設の所在地
	

	理由
	


（Ａ４）
第４号様式（第６条第１項）
指定施設新設等（変更） 事前協議書
年　　月　　日 
（提出先）　

横浜市長 
　住　所
　

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人の場合は、主たる事務所の所在地、名称                     　                  

及び代表者の氏名
　

横浜市福祉のまちづくり条例第２２条第１項の規定により、次のとおり協議します。

	フリガナ 
	

	施設の名称
	

	施設の所在地
	

	施設の種類
	

	施設の概要
	構　　造
	
	地上　　　　階：地下　　　　階

	
	敷地面積
	㎡ 
	建築面積
	㎡ 

	施設区分別

延 べ 面 積
	施設の区分
	協議対象部分
	その他の部分
	合　　計

	
	
	㎡ 
	㎡
	 ㎡

	
	
	㎡ 
	㎡
	 ㎡

	
	
	㎡ 
	㎡
	 ㎡

	
	
	㎡ 
	㎡
	 ㎡

	
	合　　計
	㎡ 
	㎡
	 ㎡

	工事予定期間
	着工予定年月日　　　　　年　　月　　日　
	しゅん工予定年月日　　年　　月　　日　

	設　計　者
	住所又は所在地
	

	
	氏名又は名称及び

代表者の氏名
	　　電 　話　　　（　　　）　　　 
　　　　　　担当者氏名　　　　　　　　　　

	前回の協議番号
	 第　　　　　　　号　（新規協議の場合は、記入の必要はありません。）

	


（確認欄）

	年　月　日　受付 
	受付番号　第　　　　　　　号　　　　　　　　
	□適合　 □準適合　□ 不適合

	年　月　日　起案
	課長
	係長
	担　　当
	受付
	文書主任
	公印承認

	年　月　日　決裁
	
	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ａ４）　 

第５号様式（第６条第４項）

指定施設新設等（変更）事前協議終了通知書

年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　

様

　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　横浜市長　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　横浜市福祉のまちづくり条例第22条第1項の規定による協議が終了しましたので、次のとおり

　　　通知します。

	協議番号
	第　　　　　　　　　　号

	施設の名称
	

	施設の所在地
	

	協議結果
	

	適用除外箇所
	


（Ａ４）

第６号様式（第７条第１項）
工 事 完 了 届 出 書
年　　 月　　日 
（届出先）　

横浜市長　　　　　　　　　　　　　　

届出者　 住　所

                                                 氏　名　     　　　　　　　　　　　　　　㊞
 法人の場合は、主たる事務所の所在地、名称 
                       及び代表者の氏名
横浜市福祉のまちづくり条例第２３条の規定により、次のとおり届け出ます。

	フ　リ　ガ　ナ
	

	施設の名称
	

	施設の所在地
	

	施設の種類
	

	施設の概要
	構造
	
	地上        　　階：地下       　 　階

	
	敷地面積
	㎡
	建築面積
	㎡

	施設部分別

延べ面積
	施設の区分
	協議対象部分
	その他の部分
	合　　計

	
	
	㎡
	㎡
	㎡

	
	
	㎡
	㎡
	㎡

	
	
	㎡
	㎡
	㎡

	
	
	㎡
	㎡
	㎡

	
	合　　計
	㎡
	㎡
	㎡

	設計者
	住所又は所在地
	

	
	氏名又は名称及び

代表者の氏名
	電　話　　　(　　　)

担当者氏名

	施工者
	住所又は所在地
	

	
	氏名又は名称及び

代表者の氏名
	電　話　　　(　　　)

担当者氏名

	協議番号
	第　　　　　　　号

	

	(確認欄)

	年 　月　 日　 受付
	受付番号　第　　　　    　号
	□適合　□準適合　□不適合

	年 　月 　日　 起案
	課　長
	係　長
	担　当
	受　付
	文書主任
	公印承認

	年　 月 　日 　決裁
	
	
	
	
	
	


（Ａ4）


第８号様式（第９条第１項）

第　　　　　　号

年　　月　　日　

勧　告　書

様

　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　横浜市長　　　　　　　　　　　　　　印
　あなたは、横浜市福祉のまちづくり条例第２２条第１項の規定による協議をしていないので、同条

例第２９条第１項の規定により、当該協議を行うよう次のとおり勧告します。

　なお、勧告に従わない場合は、同条例第３０条第１項の規定により、その旨を公表することがあります。

１　施設の名称
２　施設の所在地
３　協議終了期限
　　　　　　 年　　月　　日

４　協　議　先
（Ａ４）

第９号様式（第９条第２項）

第　　　　　　号

年　　月　　日　

勧　告　書

様

　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　横浜市長　　　　　　　　　　　　　　印
　あなたが行っている施設整備は、横浜市福祉のまちづくり条例第１８条第３項に規定する指定施設整備基準に適合していないと認められるので、同条例第２９条第２項の規定により、次の措置を講ずるよう勧告します。

　なお、勧告に従わない場合は、同条例第３０条第１項の規定により、その旨を公表することがあります。

１　施設の名称
２　施設の所在地
３　不適合箇所
４　必要な措置
５　報告期限
　　　　　　年　　月　　日

６　報告先　
（Ａ４）

第１０号様式（第１１条第３項）
第 　　　　号

年 　月 　日 

意 見 聴 取 通 知 書
　　　　　　　　　　　　　　　様
横浜市長　　　　　　　　　　　　　　　　印
次のとおり公表に際しての意見の聴取を行いますので、意見書を期限までに提出してください。
	公表する内容及び

根拠となる条例の条項
	

	公表の原因となる事実
	

	意見書の提出先及び提出期限
	


（Ａ４） 

第１１号様式（第１１条第３項）
第 　　　　号

年　 月　 日 

意 見 聴 取 通 知 書
様
　　　　　　　　　　　　　　　　横浜市長                    　  印
次のとおり公表に際しての意見の聴取を行いますので、出席してください。
	公表する内容及び  
根拠となる条例の条項
	

	公表の原因となる事実
	

	意見聴取の期日
	

	意見聴取の場所
	


（Ａ４） 
第１２号様式（第１２条）
（表）


（Ａ８）
（裏）

　　　                                                                               

・高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律について
　一体的・総合的なバリアフリー施策を推進するために、ハートビル法と交通バリアフリー法を統合･拡充した「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18年法律第91号）」（バリアフリー新法）が策定されました。（平成18年6月21日公布、12月20日施行）

　この法律に関する詳しい内容は、以下の国土交通省バリアフリーユニバーサルデザイン施策のホームページを御覧ください。

http://www.mlit.go.jp/barrierfree/barrierfree_.html
※ハートビル法

「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律（平成6年法律第44号）」は平成18年12月20日に廃止されました。

※交通バリアフリー法

「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律（平成12年法律第68号）」は平成18年12月20日に廃止されました。
・横浜市高齢者、障害者等が円滑に利用できる建築物に関する条例について
　バリアフリー新法の施行に伴い、「横浜市高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる建築物に関する条例」が廃止され、新たに「横浜市高齢者、障害者等が円滑に利用できる建築物に関する条例」（建築物バリアフリー条例）が平成19年２月23日に施行されました。

　この条例に関する詳しい内容は、以下の横浜市建築局のホームページを御覧ください。


http://www.city.yokohama.lg.jp/kenchiku/guid/kenki/barrierfree/

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


第　　　　号


身 分 証 明 書


所属


職名


氏名


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  年　　月　　日生


　


上記の職員は、横浜市福祉のまちづくり条例第３１条第１項の規定により


立入調査を行う者であることを証明する。





年    月    日





横浜市長                  印














写　真














横浜市福祉のまちづくり条例（抜粋）








（立入調査）


第３１条　市長は、第２２条第２項、第２４条、第２５条第２項、第２６条から前条ま


での規定の施行に必要な限度において、その職員に、指定施設整備者又は指定施設を


所有し、若しくは管理する者の同意を得て、当該指定施設に立ち入らせ、指定施設整


備基準への適合状況について調査させることができる。


　２　前項の規定により立入調査を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人


　　に提示しなければならない。








（備考）


○印は、整備項目の欄に掲げるものが適


用されるものであることを示す。





（備考）


○印は、整備項目の欄に掲げるものが適


用されるものであることを示す。





〔　　　　　　　　





〕





〕





〔　　　　　　　　





（縦５０センチメートル、横３５センチメートル）





（備考）マークの地の部分の色は、青とします。
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第７号様式（第８条第２項）
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